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設立年月日 
 

     
１９８０年（昭和５５年）７月１４日 

設立母体 
 

 一般社団法人北九州青年会議所 
 北九州商工会議所 
 一般社団法人西日本工業倶楽部 

設立の背景 
 

市民の発意により、北九州の工業化並
びに公害克服の過程で獲得した環境技
術・産業技術を海外移転することに
よって、北九州の国際研修都市化を推
進すると共に産業貿易都市としての北
九州の発展に資するため設立する。 

設立支援 
 

 北九州市、福岡県、多くの民間企
業・団体の支援 
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行政 企業 団体 個人 計 

２ ５８０ ６ １７ ６０５ 

公益財団法人 北九州国際技術協力協会 
Kitakyushu International Techno-cooperative 

Association(KITA) 
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国際研修 
・研修カリキュラムおよび教材の整備・改善 

・国別・地域別・グループ別の適正な研修コースの設定 

・国際研修の効果的な実施 

・帰国研修員のネットワーク構築と研修成果のフォロー 

 アップ 

技術協力 
・専門技術者の海外派遣による現地調査・講演等 

・現地サイドのニーズ調査および現状診断・コンサル 

 ティングおよび改善案策定の支援 

・現地の産業技術・環境保全に関わる情報収集および 

 整理 

国際親善 
・相互理解を深めるための 

  親善交流プログラムの企画・推進 

ＫＩＴＡの事業概要 
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分 
 
類 

研修事業分類 研修事業の概要 
 

コース
数 

 
参加
国数 

Ⅰ 環境管理 
家庭ゴミから産業廃棄物に至る全ての廃棄物の処理
方法（技術・体制）に関する研修 

９ ６３ 

Ⅱ 水資源・処理 
産業排水及び下水処理方法（技術・体制）に関する
研修 

５ ２３ 

Ⅲ 生産技術・設備保全 
物づくりに不可欠な製造技術、管理技術（５Ｓや小
集団活動）設備保全技術に関する研修 

７ ３３ 

Ⅳ 省・新エネルギー 
民生部門から産業部門に至る広範囲な分野における
省エネ技術及び政策や再生可能エネルギーの技術・
普及法に関する研修 

１２ ６５ 

Ⅴ 
職業訓練・保健医
療・中小企業支援 
 ほか 

中小企業・地場産業活性化、食品衛生管理、電気・
電子技術者育成等に関する研修コース ７ ３７ 

国際研修事業（ＪＩＣＡ研修事業） 

Ｈ２５年度見込み 



研修員参加国世界地図 
1980-2013年実績  参加国150ｹ国  累積研修員7453人 



 

１．北九州中小企業の海外進出の支援（コーディネーター） 

  国内での事業展開の限界⇒海外進出の必要性認識 

２．海外進出のための支援機関との連携 

   ・北九州市・日本貿易振興機構（JETRO) ・国際協力機構(JICA)  

         ・ロシアNIS貿易会(ROTOBO) ・中東協力センター(JCCME) 

     ・日韓/韓日産業技術協力財団 

３．海外企業のニーズ発掘と北九州企業のシーズのマッチング 

  目利きエンジニア：ニーズ発掘力、シーズの見極め 

 ① 販路拡大：国内マーケット⇒海外マーケット 

 ② 海外での生産体制確立⇒海外の企業とのＪＶ 

５．海外セミナー、フォーラムでのプレゼンテーション 

技術協力事業 



主な技術分野と対象国 

技術 
分野 

インド
ネシア 

ケニア 韓国 中東 
諸国 

フィリ
ピン 

台湾 タイ ロシア
関連国 

ベト 
ナム 

鉄鋼 
技術 

金属 
加工 

中小企
業振興 

環境 
改善 

保全 
技術 

技術協力部の活動 



環境都市北九州の原点 

1960年の洞海湾 現在の洞海湾 

現在の空 1960年代の八幡の空 



イヴ・レテルメ・OECD事務次長から北九州レポート
を受け取る北橋健治・北九州市長 

パリ、シカゴ、ストックホルムと共に！ 

環境分野のトップランナーとしての北九州市 

公害克服の経験と環境国際協力 優れた環境技術と社会システム アジア諸都市との環境都市外交 

OECDグリーンシティプログラムのモデル都市 

世界の環境首都を目指す北九州市 
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(副生成
物) 

環境モデル都市 
（2008年７月） 

環境未来都市 
（20１１年12月） 

グリーンアジア
国際戦略特区 

（20１１年１２月） 



北九州市新成長戦略 

北九州市新成長戦略の概要 

産･学･官･民による新成長戦略の推進 

＜成果目標＞ 

平成２７年度まで 

○新たな雇用創出 ８,０００人 

【目標像】新たな技術と豊かな生活を創り出すアジアの先端産業都市 

平成３２年度まで 

○市内総生産（名目） ４兆円 
○市民所得      政令市中位 

高付加価値ものづくりクラスターの形成 

国内潜在需要に適応したサービス産業振興 

グローバル需要を取り込むビジネス拠点の形成 

地域エネルギー拠点の形成 

地域企業が元気に活動し続ける環境整備 

＜５つの方向性＞ 



東南アジアとの交流拡大 



２０１０年６月 アジア低炭素化センター開設 

北九州市、日本の環境技術を集約し、 

    環境ビジネスの手法で、アジアの低炭素化を推進 

公害克服やものづくりの過程で生まれてきた環境技術や 

これまでの国際協力で構築してきた都市間ネットワークの活用 
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アジア低炭素化センター 



北九州市 
環境局 
環境国際戦略室 

地球環境戦略研究
機関(ＩＧＥＳ) 
北九州アーバンセ
ンター 

北九州国際技術協力
協会(ＫＩＴＡ) 

センター長 センター構成 

センターの組織と機能 
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センター機能 
技術輸出 
の支援 

専門人材 
の育成 

調査研究 
情報発信 

センター長 

小宮山宏 
センター長 

(前東大総長) 

地球環境問題 
の第一人者 



センターの目指すもの 

新興国のニーズ：単なる技術輸出にととまらず、グリーンな都市づくり 

オーダメイド方式による 

都市（街）輸出 

 

＋ 

アジア地域の 

実証実験・人材育成 

の拠点化 

温室効果ガス削減 

二国間クレジット化 

アジア地域の環境ビジネスの拠点 

公害克服の経験 

環境都市のトップランナーとしての総合力（北九州市） 

先進的な社会システム 
（北九州エコタウン等） 

優れた環境技術 

アジア諸都市や企業の多様なニーズに対応 
「エコシティ」や「スマートシティ」など 

＋ 
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エネルギーマネージメント 
市地域節電所を核に地域のエネルギーをマネジメント 

環境配慮型のまちづく
りが進む八幡東田地区 

北九州スマートコミュニティ 

水ビジネス 下水の膜処理と海水淡水化を 

組合せた水再生実証プラント 

ウォタープラザ 

（日明浄化センター） 

下水からの造水量 1,000m3/日 
海水からの造水量   400m3/日 無収水量率が改善 

72％(1993年)→８％(2006年) 

北九州の技術がプノンペンへ 

配水管網の維持管理方法 

リサイクル・廃棄物処理 

北九州エコタウン 

経済効果（25事業）： 
・直接投資額 約600億円 
・雇用創出  約1300人 
ＣＯ₂削減：年間約20万トン 

家電リサイクル 

自動車リサイクル 

廃棄物処理の最先端施設 
シャフト式ガス化溶融炉 

 

新門司工場 
安全で、ごみの再資源化と熱
エネルギーの有効利用を実現 

クリーナー・プロダクション及び汚染防止 

クリーナープロダクション（ＣＰ）導入 

・原材料、燃料使用評価及び改善 
・生産工程の改善 
・維持管理の徹底 
・人材育成等 

省エネ・省資源の実現 
 

環境負荷低減＋生産性の向上 

終末処理対策 
（ＥＯＰ） 

Desulfurization equipmentDesulfurization equipmentElectric dust collectorElectric dust collector Wastewater treatmentWastewater treatment

Saving electricity

Casting method
““Cleaner Production"Cleaner Production"

Companies’ countermeasures

電気集塵機 排煙脱硫装置 排水処理装置 

環境技術と社会 
システムをパッ 
ケージにして 

移転 

官民連携 

技術輸出の重点分野 

グリーンアジア国際戦略総合特区 
アジアの活力を取り込み、アジアから世界に向けて展開し、アジアと共に成長することを目指す 

2020年までに約5兆円の追加売上高（国の目標『50兆円超』の約1割） 
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２ 北九州モデルの活用方法 

■将来の目指す姿を、自分たちで手順に沿って検討するための支援ツール 
■廃棄物、エネルギー、上下水、環境保全に係る管理システムを検討するための支援ツール 
■廃棄物、エネルギー、上下水、環境保全を統合した、持続可能なマスタープランを作成するための支援ツール 

北九州モデルの概要 

■アジアで初めて公害問題に直面しそれを克服し、日本で最も先進的な環境都市となった北九州市 
■公害克服から環境都市に至る、本市の技術・ノウハウを体系的に整理した「北九州モデル」（支援ツール）を作成 
■北九州市は「北九州モデル」を活用して海外都市に「パッケージ型インフラの輸出」を推進し、アジアとともに成長 
 

１ 北九州モデルの目的 

 
持続可能な 
まちづくり 
（サステイナビリティ 
フレームワーク） 
 

 

廃棄物管理 

エネルギー 

上下水 

環境保全 

北九州 
ストーリー 

 
 
 
 
 
 
 

・公害克服 

・グリーンシティ
の歴史 

・北九州ﾓﾃﾞﾙ
の背景 

北九州の事例 

《テ
キ
ス
ト
》 

《事
例
》 

 
①現状把握 
 
②戦略の策定 
 
③具体的施策の策定 
 
④施策の検証と測定 
 
⑤発注と資金調達 
 

－北九州モデルの体系－ 
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＜北九州モデルの特徴＞ 

北九州モデルは、世界的まちづくりコンサルであるＡｒｕｐ
社の世界標準と北九州市の経験が融合したものであり、
とりわけアジアの産業地域における低炭素化と持続可能
な都市化のための方法論である。 
そのアプローチは、ゾーニング政策を前提とする欧米モ
デルでは対応できないアジアに特化したものである。 

北九州市モデルを活用した総合的な都市ソリューションの提供 
（新興国等における環境配慮型都市づくりに向けて） 

○廃棄物問題 
○水不足 
○ｴﾈﾙｷﾞｰ不足 
○大気汚染など    

○現状把握 
○ｽﾃｰｸﾎﾙﾀﾞｰ調整 
○ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ作成       

○運営主体の検討 

○政府機関との協議 
○事業化検証 
○資金 の検討 

○運営主体の設立 
  （SPC等） 
○施設建設 
○事業開始     

調査・計画 事業化検討 事業化 課 題 

＜北九州モデルを活用した都市ソリューションの提供＞ 

◎北九州モデルを活用して、総合的な都市ソリューションを提供 
◎官民が連携して都市環境インフラを整備し、環境配慮型都市を実現 

○検証体制の確立 

○環境、経済、社会
面での効果を検証     

環境配慮型都市 

北九州市 
（都市づくりの経験を提供） 

ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ／専門家 
（専門的ﾉｳﾊｳの提供） 

民間企業 
（現地での事業実施） 

政府機関等 
（政府ﾚﾍﾞﾙでの協力） 

＜北九州モデル＞ 

「環境配慮型都市づくりの経験」＋「最先端の民間技術」＝「総合的な都市ソリューション」 

工場とまちの融合した北九州市 
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公益財団法人 北九州国際技術協力協会 

北九州市の重点交流国・地域 



 



 

ベトナムとの水ビジネス 



北九州貿易・投資ワンストップｻｰﾋﾞｽセンター 
Kitakyushu Trade and Investment One-stop service Center 

・自社の製品・技術を海外に 
 売り込みたい 
･海外から部材を安く仕入れ 
 たい 

中小企業の悩み ・海外の商習慣がよく 
 分からない 
・海外企業の情報が 
 ほしい 

・国際ビジネスでの契約    
方法が難しい 

しかし 

それぞれの持ち味を生かし、互いに連携し、地域企業の国際ビジネスを支援する 

http://www.city.kitakyushu.lg.jp/san-kei/san-kokusai.html
http://www.jetro.go.jp/
http://www.kfta.or.jp/


公益財団法人 北九州国際技術協力協会 

RIT事業(地域間交流支援)の活用 

【北九州地域-ベトナム・ハノイ、ハイフォン地域案件】 
      （金属加工・機械製造） 

北九州市は平成21年4月ハイフォン市との間で「友好・協力

関係に関する協定」を締結、経済・文化・都市開発など様々
な分野で交流・協力事業がスタートした。 

経済交流分野においては、両市で共通部分の多い「金属加
工分野」で展開することとなり、JETROが実施しているRIT事
業の活用を申請し、採択を受けた。 

平成22年  ハイフォン地域の事前調査実施 
平成23年  （RIT本事業初年度）北九州-ハノイ・ハイフォン地域間 
         のビジネス交流をスタート 
平成24年  （本事業2年目）両地域間のビジネス交流を拡大 
平成25年  （本事業最終年度）ビジネス交流の更なる拡大と成果確認 



公益財団法人 北九州国際技術協力協会 

 ハノイ・ハイフォン地域の企業調査 
（平成２５年６月２６日～２８日） 

地 区 調査企業名 鋳造･加工 鉄鋼製造 鉄鋼加工 大型設備 小型機械 部品製造 その他 

ハイフォン  An Nguyen Casting ○鉄・鋼･銅合金             

 （９社）  Design Manufacture     ○鉄骨加工 ○クレーン ○ウインチ     

   Duyen Hai Mechanical ○鋳鉄・鋳鋼 ○棒鋼圧延 ○鉄骨加工   ○減速機 ○歯車   

   Hai Long     ○鉄骨加工 ○発電設備     ○コンサル 

   Haiphong Machinery         ○工作機械 ○ﾊﾞｲｸ部品   

   Haiphong Scale         ○秤量機     

   Viet Han Engineering     ○鉄骨加工       ○CAD･管理 

   Vinapipe   ○溶接鋼管           

   Vinausteel   ○棒鋼圧延           

                  

ハイズオン  Lilama 69-3   ○鉄骨加工 ○ﾌﾟﾗﾝﾄ･造船     （耐火物） 

 （１社）                 

ハノイ  Vietnam Boiler       ○ボイラー   ○ﾊﾟｲﾌﾟ曲げ   

（2社1協
会） 

 CNC-Vina         ○自動機器   （ﾊﾞｲｵ･ﾄｲﾚ） 

   Vietnam Steel Association             （鉄鋼協会） 



公益財団法人 北九州国際技術協力協会 

工 場 視 察 
（６月２６～２７日ハイフォン・ハイズオン、２８日ハノイ） 

ハノイ地区 

ハイフォン地区 

An Nguyen Casting Haiphong Machinery Duyen Hai Mechanical 

ハイズオン地区 

Lilama 69-3 Vietnam Boiler CNC-Vina 



公益財団法人 北九州国際技術協力協会 

平成２５年９月 北九州企業ミッション派遣 

 

参加企業（７社１２名） 
 

 （１）山九㈱ ２名（鉄骨加工・プラント製造） 
 （２）タイヨージョイント㈱ ２名（パイプ継手製造） 
 （３）東洋精工株式会社 １名（秤量機製造） 
 （４）㈱戸畑製作所 ２名（銅製品鋳造・加工） 
 （５）日建エンジニアリング㈱ １名 
                （パイプ曲げ加工） 
 （６）濱田重工㈱ ３名（鉄骨加工・プラント製造） 
 （７）富士岐工産㈱１名（鉄骨加工・プラント製造） 
 



公益財団法人 北九州国際技術協力協会 

ハイフォン市との交流事業（セミナー・商談会） 
（平成２５年９月６日、ﾊｲﾌｫﾝ市ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝｾﾝﾀｰ） 



公益財団法人 北九州国際技術協力協会 

 ベトナムとのビジネス交流事業での商談状況 
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  平成23年度実績 平成24年度実績 平成25年度実績 

企業名 商談・その後 企業名 商談・その後 企業名 商談 

  

企 
業 
ミ 
ッ 
シ 
ョ 
ン 
参 
加 

稲益造船㈱ 
岡部機械工業㈱ 
カースル㈱ 
佳秀工業株 
九州鉄道機器製造㈱ 
㈱極東製作所 
 
 
小倉鉄道㈱ 
 
三島光産㈱ 
㈱山本工作所 
 
 
㈱陽和 

  
 
  
  
  
◎ﾊﾞﾙﾌﾞ素材試験 
 購入→品質悪く 
 商談中止 
◎ﾐｯｼｮﾝｷﾞﾔ 
 の生産受注 
  

◎集塵機製造委託 
 実績3基、ﾊﾉｲに 
 事務所設置予定 

アタカ㈱ 
 
 
 
大光炉材㈱ 
㈱タカギ 
筑豊金網㈱ 
㈱ドーワテクノス 
(有)ミグ 
㈱安川電機 
  

◎ﾊﾞｲｵﾄｲﾚ共同 
 事業化商談 
 （その後は下欄 
  参照） 
  
 

山九㈱ 
 
ﾀｲﾖｰｼﾞｮｲﾝﾄ㈱ 
 
東洋精工㈱ 
 
 
㈱戸畑製作所 
 
日建ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱ 
 
濱田重工㈱ 
 
富士岐工産㈱ 
 

○製造委託商談中 
 （見積総額１億円超） 
○製造委託商談 
 （試作依頼中） 
◎技術協力提供契約 
◎計装品売買契約 
 （ﾄﾗｯｸｽｹｰﾙ製造協力） 
○共同事業化模索中 
 
 
 
○製造委託商談 
    （下欄参照） 
○製造委託商談中 
 （見積依頼） 

  

企 
業 
招 
聘 
商 
談 
会 

参
加 

大久保設備工業㈱ 
 
新日本レイキ㈱ 
(合)岡崎製作所 
(有)鶴元製作所 
吉川精密㈱ 
空調技研㈱ 
三泉化成㈱ 

◎合弁会社設立 
 （平成25年2月） 

稲益造船㈱ 
富士岐工産㈱ 
山九㈱ 
 
 
東洋精工㈱ 
 
㈱松島機械研究所 
㈱折尾鉄工所 
アタカ㈱・ 
 ｱｲﾃｯｸｼｽﾃﾑ㈱ 
 
 
㈱山本工作所 
㈱リーフ 
㈱九州ハセック 

  
  

○製造委託商談 
 開始（見積を依 
 頼） 
○分銅の見積を 
 依頼 
 
  

◎ﾊﾞｲｵﾄｲﾚ共同 
 事業化（ﾃﾞﾓ機 
 ｸｱﾝﾆﾝ省設置、 
 他に12基受注） 
  
 

山九㈱ 
富士岐工産㈱ 
小倉鉄道㈱ 
白石鉄工㈱ 
㈱三国工業所 
㈱志摩テック 
㈱戸畑製作所 
戸畑鉄工㈱ 
㈱極東製作所 
濱田重工㈱ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎鋼構造物製造委託 
  33トン  

◎：成約案件 



公益財団法人 北九州国際技術協力協会 

これまでのベトナムとのビジネス交流での成果例（１） 
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集塵機の製造委託（㈱山本工作所） 
バルブ素材の試験発注（㈱極東製作所） 

現地に合弁会社設立（大久保設備工業㈱） 

バイオ・トイレ
共同事業化 
デモ機完成し
ハロン湾で供
用試験良好 
その後１２基受
注 
（㈱アタカ） 



公益財団法人 北九州国際技術協力協会 

トラックスケールの製造協力協定、計装品
の売買契約の締結（東洋精工㈱） 

鉄構造物の製造委託（濱田重工㈱） 

これまでのベトナムとのビジネス交流での成果例（２） 

パイプジョイントの試作について 
合意（タイヨージョイント㈱） 



 【ベトナム国ハイフォン市製造業の工場管理力向上プログラム】  

  ◆第一期プロジェクト 平成２３～２５年度（３年間）の支援活動  

 

                   
                   

 

 

 

              *北九州国際技術協力協会  **野村ハイフォン工業団地  ***ハイフォン工業職業短期大学  

 

     （１） ＰＭ事業  

        ・生産マネジメント人材育成プログラム  

     （２） ＰＥ事業  

        ・プラントエンジニアリング向上プログラム  

JICA草の根協力事業（地域提案型）の活用 

（産）KITA* 

(学)北九州市立大学 

（官）JICA、北九州市 

“国際” 
産学官 
連携 

（産）NHIZ** 

（学）HPIVC*** 

（官）ﾊｲﾌｫﾝ人民委員会 



公益財団法人 北九州国際技術協力協会 

ＰＭ事業のコンセプト  

今後、ベトナムが工業立国として発展していくためには、裾野産業の育成が不可欠であり、  
そのために従来から実施している製造技術の訓練に加え、工場管理技術（生産性マネジメ
ント）を習得した人材を育成する。  

 

ＨＰＩＶＣ教員への 
研修展開  

将来企業で活躍するＨＰＩＶＣ「学生」の教
育・育成の指導者となる教員の研修強化。 
  

教員の育成  

工場の管理・運営の理解度  
と実践力を根付かせる。  
・品質（Quality)  
・コスト（Cost）  
・納期（Delivery  

ハイフォン市 日系企業 

教
員      在校生 従業員 

教員 

研修 
1回/年 

HPIVC 
北九州市 

第一段階 

地元企業 

第二・第三段階 

各種支援 見学の機会を提供 従業員 



公益財団法人 北九州国際技術協力協会 

人材育成プログラム(PM) 北九州での研修 

第1陣 2011年 

修了式記念写真 

訪問企業の例 

生産管理 

生産マネジメント 

品質管理 

経営の基本 

原価管理 

改善手順 

5S 

品質改善の手順 

CP 

環境保全 

トヨタ生産方式 

カリキュラムの例 

北九州エコタウン 

TOTO 

トヨタ自動車 

小倉鉄道 

松島機械 

松本工業 

三菱化学 

山本工作所 

安川電機 



公益財団法人 北九州国際技術協力協会 

①企業が気軽に相談できる【窓口】を設置 
②北九州市から専門家を派遣し診断・指導の実施   
③日本人スタッフ及びベトナム人スタッフの駐在  

①技術力、資金力、情報収集能力が低い。  
②企業が抱えている課題の相談窓口がない。  
③問題解決を指導できる専門家がいない。  

ハイフォン市企業
の抱える問題点  

  ＨＰＩＶＣの活用  
（ハイフォン工業職業短期大学）  

５Ｓの重点的推進  
  １．整理  
  ２．整頓  
  ３．清掃  
  ４．清潔  
  ５．躾  

ＰＥ事業のコンセプト  



公益財団法人 北九州国際技術協力協会 

プラントエンジニアリング向上プログラム(PE) 

下記の企業を訪問し、指導した。 
 

出張回数は計12回、訪問企業数は46社。 
その内、継続的に指導した会社は14社である。 
 （2011年：3回、2012年：3回、2013年：4回、2014年：2回） 

企業が抱えている課題を解決するため、次の2種類の指導を行った 

 
項 目 例 

1  

個別技術のアドバイス 
①塩ビパイプ製造技術、②鋳造技術、 
③排煙脱硫技術、④ 集塵設備 
⑤ 加熱炉の適正燃焼空気比                 等 

 
2 

 

5S導入指導 
5Sの位置付け、狙い、推進組織、チェックリスト、 
マスタープラン、キックオフ大会、定点撮影、 
赤札作戦、提案活動 等 



公益財団法人 北九州国際技術協力協会 

5S 実施例：減速機製造会社 

社長の指導の下、5Sを見事に導入した。 
その結果、北九州企業の信頼を得て、北九州企業との取引が開始された。 



公益財団法人 北九州国際技術協力協会 

技術交流会（企業交流の活発化） 

ハイフォン市企業 北九州市企業 技術交流会（展示会）・ 
セミナーによる技術移転 
 （１回/年、２日間） 

交流会終了後、展示品はHPIVCに保管展示する：閲覧自由 

企業間交流 

・ﾊｲﾌｫﾝ市 
  外務局 
  商工局 
  ﾊｲﾌｫﾝ工業職業 
    短期大学 
・ﾍﾞﾄﾅﾑ商工会議所 
  ﾊｲﾌｫﾝ支部 

・北九州市 
 国際ﾋﾞｼﾞﾈｽ政策課 
・北九州国際技術 
 協力協会 



公益財団法人 北九州国際技術協力協会 

今後の対応 

 

１．ＪＩＣＡ草の根技術協力事業Ⅱ期（対象地域：ハイフォン市、期間： 

  平成２７年度まで）での技術（商品）展示および技術交流会（商談会） 

  を活用して、 ベトナム企業とのビジネス交流を進める。 

 

２．これまでに蓄積してきた北九州やハノイ・ハイフォン地域等の企業 

  情報、企業マッチング手法および関係諸機関との繋がりを活かして 

  ビジネス交流を他の地域や国への拡大展開を進める。 

    （１）ベトナム南部地域（ホーチミン市を中心として） 

       平成２５年度に現地企業調査完了、今年度展開予定 

    （２）各種事業のパッケージ化を図り、ビジネス交流の範囲の拡大 

       を進める。 



 （１）ｱﾝｹｰﾄ送付件数および回答率 

    送付件数：685社  回答件数：144社  回答率：２１％ 

 （２）市内企業の海外事業に対する意向 

   ・実績あり ： 51社 （輸出 38社、輸入 28社） 

            中国、韓国、台湾が中心 

   ・新たな関心あり ： 60社 （事業進出 25社）  

            （海外取引 54社 輸出 33社、輸入 21社） 

 （３）新たに関心のある海外事業の相手国・地域 

     ﾍﾞﾄﾅﾑ ： 17社  ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ ： 9社  中国 ： 18社 

     ﾀｲ    ： 11社  ｱｾｱﾝ   ： 30社 

      個別企業を訪問し、詳細ﾋｱﾘﾝｸﾞ中 
 

市内企業への海外展開ｱﾝｹｰﾄ （2013.11～12） 



 
 
 
 

ご静聴ありがとうございました 


